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短答式試験問題集

［民法・商法・民事訴訟法］
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［民法］

〔第１問〕（配点：２）

錯誤に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか。（解答欄は，［№１］）

ア．錯誤を理由とする意思表示の取消しの可否について，錯誤の重要性は，表意者を基準とし

て判断される。

イ．ＡのＢに対する意思表示がＡの錯誤を理由として取り消すことができるものである場合，

Ｂも，Ａの錯誤を理由としてＡの意思表示を取り消すことができる。

ウ．負担のない贈与について贈与者であるＡの錯誤を理由とする取消しがされたが，受贈者で

あるＢが既に当該贈与契約に基づいて給付を受けていた場合，Ｂは，給付を受けた時に当該

贈与契約が取り消すことができるものであることを知らなかったときは，現に利益を受けて

いる限度において返還の義務を負う。

エ．ＡのＢに対する意思表示が錯誤を理由として取り消された場合，Ａは，その取消し前に利

害関係を有するに至った善意無過失のＣに，その取消しを対抗することができない。

オ．ＡのＢに対する意思表示が錯誤に基づくものであって，その錯誤がＡの重大な過失による

ものであった場合，Ａは，ＢがＡに錯誤があることを知り，又は重大な過失によって知らな

かったときを除いて，錯誤を理由としてその意思表示を取り消すことができない。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第２問〕（配点：２）

消滅時効に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№２］）

ア．債務不履行に基づく損害賠償請求権は，債権者が権利を行使することができることを知っ

た時から５年間行使しない場合，時効によって消滅する。

イ．詐欺を理由とする取消権は，その行為の時から５年間行使しない場合，時効によって消滅

する。

ウ．不法行為に基づく損害賠償請求権は，不法行為の時から２０年間行使しない場合，時効に

よって消滅する。

エ．１０年より短い時効期間の定めのある権利が確定判決によって確定した場合，その時効期

間は，短い時効期間の定めによる。

オ．定期金の債権は，債権者が定期金の債権から生ずる金銭その他の物の給付を目的とする各

債権を行使することができることを知った時から１０年間行使しない場合，時効によって消

滅する。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ
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〔第３問〕（配点：２）

登記に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№３］）

ア．Ａが所有する甲土地上に，Ｂが無権原で乙建物を所有している。Ｂは，自ら乙建物の所有

権保存登記をした後，乙建物をＣに売却してその所有権を移転した。この場合において，Ｂ

からＣへの乙建物の所有権移転登記がされていないときは，Ａは，Ｂに対し，所有権に基づ

き乙建物の収去及び甲土地の明渡しを請求することができる。

イ．Ａが所有する甲土地をＡから賃借したＢは，甲土地上に建築した自己所有建物につき，Ｂ

の妻Ｃ名義で所有権保存登記をした。この場合において，Ａが甲土地をＤに売却してＡから

Ｄへの所有権移転登記がされたときは，Ｂは，甲土地の賃借権をＤに対抗することができる。

ウ．Ａは，所有する甲土地のために，Ｂが所有する乙土地上に地役権の設定を受け，その旨の

登記がされた。この場合において，Ａが甲土地をＣに売却してＡからＣへの所有権移転登記

がされたときは，Ｃは，甲土地のための地役権をＢに対抗することができる。

エ．Ａは，Ｂが所有する甲建物を賃借してその引渡しを受けた。この場合，Ａは，Ｂに対し，

当然に賃借権の設定登記を請求することができる。

オ．Ａは，所有する甲土地につき，Ｂを第一順位とする抵当権及び，Ｃを第二順位とする抵当

権をそれぞれ設定し，その旨の登記がされた。この場合において，甲土地のＢの抵当権の被

担保債権が消滅したときは，Ｃは，Ｂに対し，自己の抵当権に基づきＢの抵当権設定登記の

抹消を請求することができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第４問〕（配点：２）

即時取得に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№４］）

ア．Ａは，自己所有の宝石をＢに売却して現実の引渡しをした。その後，Ｂは，宝石をＣに売

却して現実の引渡しをした。さらに，その後，Ａは，ＡＢ間の売買契約をＢの強迫を理由と

して取り消した。この場合，Ｃは，即時取得により宝石の所有権を取得することはない。

イ．未成年者Ａは，自己所有の宝石をＢに売却して現実の引渡しをした。その後，Ａは，ＡＢ

間の売買契約を未成年であることを理由として取り消した。この場合，Ｂが即時取得により

宝石の所有権を取得することはない。

ウ．Ａは，Ｂ所有の宝石をＢから賃借して引渡しを受けた上，宝石をＣに預けていたが，宝石

をＤに売却し，Ｃに対し，宝石を今後Ｄのために占有するよう命じ，Ｄがこれを承諾した。

この場合，Ｄは，宝石がＡ所有であると信じ，かつ，そのことに過失がなかったとしても，

即時取得により宝石の所有権を取得することはない。

エ．Ａは，Ｂが置き忘れた宝石を，自己所有物であると過失なく信じて持ち帰った。この場合，

Ａが即時取得により宝石の所有権を取得することはない。

オ．Ａは，ＢがＣから賃借していた宝石を盗み，Ｄに贈与した。Ｄが宝石をＡの所有物である

と過失なく信じて現実の引渡しを受けた場合，Ｂは，宝石の盗難時から２年間は，Ｄに宝石

の回復を請求することができる。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ
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〔第５問〕（配点：２）

債務者Ａは債権者ＢのためにＡの所有する不動産甲に抵当権を設定し，その旨の登記がされた。

この場合における抵当権の消滅に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正

しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№５］）

ア．Ａは，抵当権を実行することができる時から２０年が経過すれば，被担保債権が消滅して

いなくても，抵当権が時効により消滅したと主張することができる。

イ．甲について，その後，ＡがＣのために抵当権を設定し，その旨の登記がされた場合におい

て，ＢがＡから甲を買い受けたときは，Ｂの抵当権は消滅しない。

ウ．Ａの一般債権者が甲につき強制競売の申立てをし，当該強制競売手続において甲が売却さ

れたときは，Ｂの抵当権は消滅する。

エ．甲について，その後，Ａから譲渡担保権の設定を受けたＤは，譲渡担保権の実行前であっ

ても，抵当権消滅請求をすることにより，Ｂの抵当権を消滅させることができる。

オ．甲が建物である場合において，Ａが故意に甲を焼失させたときは，Ｂの抵当権は消滅しな

い。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第６問〕（配点：２）

譲渡担保に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№６］）

ア．所有する土地に譲渡担保権を設定した債務者は，債務の弁済期が経過した後は，債権者が

担保権の実行を完了する前であっても，債務の全額を弁済して目的物を受け戻すことはでき

ない。

イ．所有する機械に譲渡担保権を設定して譲渡担保権者に現実の引渡しをした債務者Ａは，そ

の債務の弁済をする場合，債務の弁済と譲渡担保権者のＡに対する目的物の引渡しとの同時

履行を主張することはできない。

ウ．債務者Ａが所有する構成部分の変動する在庫商品に債権者Ｂのために譲渡担保権が設定さ

れた後，商品が滅失し，その損害をてん補するための損害保険金請求権をＡが取得した

ときは，Ａが営業を継続しているか否かにかかわらず，Ｂは，当該保険金請求権に対して

物上代位権を行使することができる。

エ．土地の賃借人が借地上に所有する建物に譲渡担保権を設定した場合，その効力が土地の賃

借権に及ぶことはない。

オ．譲渡担保権によって担保されるべき債権の範囲は，強行法規や公序良俗に反しない限り，

設定契約の当事者間において元本，利息及び遅延損害金について自由に定めることができる。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ
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〔第７問〕（配点：２）

Ａは，その債権者を害することを知りながら，所有する骨董品甲をＢに贈与し，その際，Ｂも甲

の贈与がＡの債権者を害することを知っていた。この事例におけるＡの債権者Ｃによる詐害行為取

消権行使に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１か

ら５までのうちどれか。（解答欄は，［№７］）

ア．Ｃが詐害行為取消訴訟を提起する場合，Ａを被告としなければならない。

イ．Ｂが，甲の贈与がＡの債権者を害することを知っていたＤに甲を売却し，引き渡した場合，

Ｃは，Ｄに対し，ＢＤ間の甲の売買の取消しを請求することができる。

ウ．Ｂが，甲の贈与がＡの債権者を害することを知っていたＤに甲を売却し，引き渡した場合，

Ｃは，Ｂに対し，ＡＢ間の甲の贈与の取消しを請求することができる。

エ．Ｃによる詐害行為取消請求を認容する確定判決の効力は，Ａの全ての債権者に対してもそ

の効力を有する。

オ．Ｂが，甲の贈与がＡの債権者を害することを知っていたＤに甲を売却し，引き渡した場合

において，ＣのＤに対する詐害行為取消請求を認容する判決が確定したときは，Ｄは，Ｂに

対し，代金の返還を請求することができる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第８問〕（配点：２）

ＡＢＣは，Ｄに対して，６０万円の借入金債務（以下「甲債務」という。）を連帯して負担し，

負担部分は均等とする合意をしていた。この事例に関する次のアからオまでの各記述のうち，正し

いものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№８］）

ア．ＤがＡに対して甲債務の支払請求訴訟を提起し，請求を認容する判決が確定した場合にお

いて，Ｄ及びＢが別段の意思を表示していないときは，甲債務の消滅時効は，Ｂについても

判決確定の時から新たにその進行を始める。

イ．ＤがＣに対して甲債務を免除する意思表示をした場合において，Ｄ及びＡが別段の意思を

表示していないときは，ＤがＡの債務を免除する意思を有していなかったとしても，Ｄは，

Ａに対して６０万円の支払を請求することはできない。

ウ．甲債務と相殺適状にある３０万円の乙債務をＤがＣに対して負担している場合において，

Ｃが乙債務につき相殺を援用しない間に，ＤがＡに６０万円の支払を請求したときは，Ａは，

２０万円についてその支払を拒むことができる。

エ．Ｂは，甲債務の履行期にＤに対して１８万円を支払った場合，Ａ及びＣに求償することは

できない。

オ．甲債務と相殺適状にある２０万円の乙債務をＤがＣに対して負担している場合において，

Ａが，Ｃが甲債務の連帯債務者であることを知りながら，Ｃに通知せずにＤに６０万円を支

払ってＣに求償し，Ｃが乙債務との相殺をもってＡに対抗したときは，Ａは，Ｄに対し，相

殺によって消滅すべきであった乙債務２０万円の支払を請求することができる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第９問〕（配点：２）

預貯金債権以外の金銭債権についての譲渡制限の意思表示に関する次のアからオまでの各記述の

うち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№９］）

ア．譲渡制限の意思表示がされた債権が譲渡された場合において，その後に債務者が当該譲渡

を承諾したときは，当該債権の譲渡は譲渡の時に遡って有効になる。

イ．譲渡制限の意思表示がされた債権の差押えがされた場合，当該債権の債務者は，差押債権

者に対し，譲渡制限の意思表示がされたことを理由としてその債務の履行を拒むことはでき

ない。

ウ．譲渡制限の意思表示がされていることを知りながら債権を譲り受けた譲受人は，債務者が

譲受人に対して任意に弁済をしようとしても，これを直接受けることができない。

エ．譲渡制限の意思表示がされた債権が譲渡された場合，譲受人が譲渡制限の意思表示がされ

たことを過失なく知らなかったときであっても，債務者は，弁済の責任を免れるために，そ

の債権の全額に相当する金銭を供託することができる。

オ．譲渡制限の意思表示がされた債権の全額が譲渡された場合において，譲渡人について破産

手続開始の決定があったときは，債権譲渡について第三者対抗要件を備えた譲受人は，債務

者にその債権の全額に相当する金銭の供託をするよう請求することができる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第10問〕（配点：２）

契約の解除に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№10］）

ア．解除権の行使について期間の定めがない場合において，相手方が，解除権を有する者に対

し，相当の期間を定めて，その期間内に解除をするかどうかを確答すべき旨の催告をしたに

もかかわらず，当該期間内に解除の通知を受けないときは，解除権は消滅する。

イ．契約の性質又は当事者の意思表示により，特定の日時又は一定の期間内に履行をしなけれ

ば契約の目的を達成することができない債務について，債務者が履行をしないでその時期を

経過したときは，契約の解除がされたものとみなされ，当該債務は当然に消滅する。

ウ．債務の一部の履行が不能である場合において，残存する部分のみでは契約をした目的を達

することができないときは，債権者は，催告をすることなく，直ちに契約の全部の解除をす

ることができる。

エ．解除権を有する債権者が，過失によって契約の目的物を著しく損傷した場合には，その債

権者が解除権を有することを知らなかったとしても，解除権は消滅する。

オ．解除権が行使された場合の原状回復において，金銭以外の物を返還するときは，その物を

受領した時以後に生じた果実をも返還する義務がある。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第11問〕（配点：２）

賃貸借に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№11］）

ア．賃貸不動産が譲渡され，その不動産の賃貸人たる地位がその譲受人に移転したときは，譲

渡人が負っていた賃借人に対する費用の償還に係る債務は，譲受人が承継する。

イ．賃貸人は，賃借人の責めに帰すべき事由によって賃貸物の使用及び収益のために修繕が必

要となったときであっても，その修繕をする義務を負う。

ウ．賃借物の一部が滅失その他の事由により使用及び収益をすることができなくなった場合に

おいて，それが賃借人の責めに帰することができない事由によるものであるときは，賃料は，

その使用及び収益をすることができなくなった部分の割合に応じて，減額される。

エ．賃借人が適法に賃借物を転貸し，その後，賃貸人が賃借人との間の賃貸借を合意により解

除した場合，賃貸人は，その解除の当時，賃借人の債務不履行による解除権を有していたと

きであっても，その合意解除をもって転借人に対抗することはできない。

オ．賃貸借が終了した場合，賃借人は，通常の使用及び収益によって生じた賃借物の損耗につ

いては，原状に復する義務を負わない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

〔第12問〕（配点：２）

組合に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか。（解答欄は，［№12］）

ア．組合員は，組合財産に属する金銭債権につき，その持分に応じて単独で権利を行使するこ

とができる。

イ．組合の業務の決定は，業務執行者があるときであっても，組合員の過半数をもってする。

ウ．組合の存続期間を定めた場合であっても，各組合員は，やむを得ない事由があるときは，

脱退することができる。

エ．組合の成立後に新たに加入した組合員は，その加入前に生じた組合の債務について弁済す

る責任を負わない。

オ．組合員は，組合員の過半数の同意がある場合には，清算前に組合財産の分割を求めること

ができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ
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〔第13問〕（配点：２）

普通養子縁組に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№13］）

ア．１７歳の者が縁組をして養子となるには，その法定代理人の同意を得なければならない。

イ．後見人が被後見人を養子とするには，家庭裁判所の許可を得なければならない。

ウ．配偶者のある者が配偶者の嫡出子を養子とする場合には，配偶者の同意を得ることを要し

ない。

エ．自己の孫を養子とする場合には，その孫が未成年者であっても，家庭裁判所の許可を得る

ことを要しない。

オ．縁組の当事者の一方が死亡した場合には，他方の当事者は，家庭裁判所の許可を得なけれ

ば離縁をすることができない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ

〔第14問〕（配点：２）

後見に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№14］）

ア．未成年後見人が数人ある場合，身上の監護に関する権限については，家庭裁判所は，職権

で，各未成年後見人が単独で又は数人の未成年後見人が職務を分掌して，その権限を行使す

べきことを定めることができる。

イ．成年後見人が成年被後見人を代理してその居住している建物を売却する場合には，家庭裁

判所の許可を得なければならない。

ウ．未成年被後見人Ａが成年に達した後後見の計算の終了前にＡと未成年後見人との間で契約

を締結した場合，Ａは，その契約を取り消すことができる。

エ．成年後見人が成年被後見人を代理して預金の払戻しを受けるには，後見監督人があるとき

は，その同意を得なければならない。

オ．任意後見契約が登記されている場合に家庭裁判所が後見開始の審判をするには，本人の利

益のため特に必要があると認めるときでなければならない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ
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〔第15問〕（配点：２）

相続と贈与に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№15］）

ア．特別受益に当たる贈与の価額がその受贈者である相続人の具体的相続分の価額を超える場

合，その相続人は，超過した価額に相当する財産を他の共同相続人に返還しなければならな

い。

イ．Ａが，婚姻後２１年が経過した時点で，Ａとその配偶者Ｂが居住するＡ所有のマンション

甲をＢに贈与し，その後に死亡した場合，当該贈与については，その財産の価額を相続財産

に算入することを要しない旨の意思表示（持戻し免除の意思表示）がされたものと推定され

る。

ウ．特別受益に当たる贈与は，地震により目的物が滅失した場合であっても，相続開始の時に

おいてなお原状のままであるものとみなしてその価額を定める。

エ．不動産の死因贈与の受贈者Ａが贈与者Ｂの相続人である場合において，限定承認がされた

ときは，死因贈与に基づくＢからＡへの所有権移転登記が相続債権者Ｃによる差押登記より

も先にされたとしても，Ａは，Ｃに対し，その不動産の所有権の取得を対抗することができ

ない。

オ．特別受益に当たる贈与は，当事者双方が遺留分権利者に損害を加えることを知ってしたも

のでない場合，相続開始前の１０年間にしたものに限り，遺留分を算定するための財産の価

額に算入される。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ
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［商法］

〔第16問〕（配点：２）

株式会社の設立に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№16］）

ア．各発起人は，設立時発行株式を１株以上引き受けなければならない。

イ．設立時募集株式の引受人が払込期日又は払込期間内に設立時募集株式の払込金額の全額の払

込みをしていないときは，発起人は，当該払込みをしていない設立時募集株式の引受人に対

して，期日を定め，その期日までに当該払込みをしなければならない旨を通知しなければな

らない。

ウ．発起人がその出資に係る金銭の払込みを仮装することに関与した設立時取締役が，株式会社

に対し，払込みを仮装した出資に係る金銭の全額の支払をしたときは，出資に係る金銭の払

込みを仮装した設立時発行株式について，設立時株主及び株主の権利を行使することができ

る。

エ．設立時募集株式の引受人が設立時募集株式の払込金額の払込みを仮装した場合において，当

該引受人が株式会社に対して負う払込みを仮装した払込金額の全額の支払をする義務は，総

株主の同意によっても，免除することができない。

オ．判例の趣旨によれば，株式会社の設立の際，発起人による出資の履行がいわゆる見せ金によ

って仮装されたものであったにもかかわらず，出資の履行が完了したとして商業登記簿の原

本である電磁的記録に資本金の額の記録をさせた行為は，電磁的公正証書原本不実記録罪に

当たる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第17問〕（配点：２）

株主の権利及び単元株制度に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。

（解答欄は，［№17］）

１．株式会社は，株主に剰余金の配当を受ける権利及び残余財産の分配を受ける権利の全部を

与えない旨を定款で定めることができない。

２．Ａ種株式を１０万株，Ｂ種株式を１０万株発行している種類株式発行会社は，Ａ種株式につ

いては単元株式数を１００株，Ｂ種株式については単元株式数を１０００株とする旨を定款

で定めることができる。

３．株式が２以上の者の共有に属する場合において，共有者が，株式会社に対し，当該株式会社

が株主に対してする通知又は催告を受領する者１人の氏名又は名称を通知していないときは，

当該株式会社が株主に対してする通知又は催告は，当該共有者の全員に対してしなければな

らない。

４．株式会社は，単元未満株主が当該株式会社に対して単元未満株式の買取りの請求をすること

ができない旨を定款で定めることができない。

５．株式会社が株主に対してする通知又は催告が５年以上継続して到達しない場合において，当

該株主に対する通知又は催告をすることを要しないときは，当該株主に対する当該株式会社

の義務の履行を行う場所は，当該株式会社の住所地である。
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〔第18問〕（配点：２）

新株予約権に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄

は，［№18］，［№19］順不同）

１．株式会社は，取得条項付新株予約権をその取得条項に基づき取得する場合を除き，自己の新

株予約権を取得することができない。

２．株式会社が募集事項として募集新株予約権の払込金額及び払込期日を定めたときは，募集新

株予約権の割当てを受けた申込者は，払込期日に，払込みをした募集新株予約権の新株予約

権者となる。

３．株式会社は，その有する自己の新株予約権を行使することができない。

４．新株予約権を行使した新株予約権者は，当該新株予約権を行使した日に，当該新株予約権の

目的である株式の株主となる。

５．新株予約権者は，新株予約権の発行の無効の訴えを提起することができない。

〔第19問〕（配点：２）

株主総会に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№20］）

１．株式会社は，株主が他人のために株式を有する者でないときは，当該株主が株主総会におい

てその有する議決権を統一しないで行使することを拒むことができる。

２．取締役は，株主総会において，株主から特定の事項について説明を求められた場合には，当

該事項が株主総会の目的である事項に関しないものであるときであっても，当該事項につい

て必要な説明をしなければならない。

３．役員を選任し，又は解任する株主総会の決議の定足数は，定款の定めによって排除すること

ができる。

４．判例の趣旨によれば，株主は，株主総会の決議の日から３か月以内に株主総会決議取消しの

訴えを提起した場合には，当該期間経過後であっても，新たな取消事由を追加主張すること

ができる。

５．定足数を満たしていないのに，定足数を満たしたものとして，株式会社が株主総会の決議が

成立したものとしたときは，当該決議は，無効である。

〔第20問〕（配点：２）

株式会社の取締役に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答

欄は，［№21］）

１．会社法上の公開会社は，取締役が株主でなければならない旨を定款で定めることができない。

２．指名委員会等設置会社の取締役は，当該指名委員会等設置会社の使用人を兼ねることができ

ない。

３．正当な理由がないのに株主総会の決議によって取締役を解任された者は，株式会社に対し，

解任によって生じた損害の賠償を請求することができる。

４．株式会社の取締役の解任の訴えについては，当該株式会社及び当該取締役の双方を被告とし

なければならない。

５．判例の趣旨によれば，株式会社の代表取締役の解職は，取締役会の解職決議が当該代表取締

役に告知されることによって，その効力を生ずる。
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〔第21問〕（配点：２）

監査役会設置会社及び監査等委員会設置会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しい

ものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№22]）

ア．監査役会設置会社においては，各監査役は，監査報告を作成することを要しない。

イ．監査等委員会設置会社において，監査等委員会が選定する監査等委員は，株主総会において，

監査等委員である取締役以外の取締役の報酬について監査等委員会の意見を述べることがで

きる。

ウ．監査役会設置会社において，監査役の報酬について，株主総会の決議によって，監査役の全

員の報酬の総額のみを定めたときは，各監査役の個人別の報酬の額は，当該総額の範囲内に

おいて，監査役の過半数をもって行う監査役会の決議によって定めなければならない。

エ．監査等委員会設置会社は，取締役会の決議によって重要な財産の処分及び譲受けの決定を取

締役に委任することができる旨を定款で定めることができる。

オ．監査役会設置会社は，監査役会を招集する監査役を特定の監査役に限定する旨を定款で定め

ることができる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ

〔第22問〕（配点：２）

指名委員会等設置会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせ

たものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№23]）

ア．指名委員会，監査委員会又は報酬委員会の各委員会の委員の過半数は，社外取締役でなけれ

ばならない。

イ．執行役は，取締役会の決議によって，選任され，又は解任される。

ウ．指名委員会は，株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しな

いことに関する議案の内容を決定する。

エ．報酬委員会は，その決議によって，執行役の個人別の報酬の内容の決定を執行役に委任する

ことができる。

オ．監査委員は，執行役又は取締役が不正の行為をするおそれがあると認めるときは，遅滞なく，

その旨を取締役会に報告しなければならない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第23問〕（配点：２）

株式会社の資本金の額及び発行済株式の総数に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤って

いるものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№24］）

ア．株式会社が自己株式を消却することにより，発行済株式の総数は減少するが，資本金の額は

減少しない。

イ．株式会社が株式の併合をすることにより，発行済株式の総数は減少するが，資本金の額は減

少しない。

ウ．株式会社がその処分する自己株式を引き受ける者の募集をし，自己株式を処分することによ

り，発行済株式の総数は増加しないが，資本金の額は増加する。

エ．資本金の額は，株式会社の業績と連動して増加し，又は減少する。

オ．発行済株式の総数が増加し，又は減少した場合には，変更の登記をしなければならない。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ オ ５．ウ エ
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〔第24問〕（配点：２）

持分会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№25］）

ア．合名会社を設立する場合には，当該合名会社の社員になろうとする者は，定款の作成後，合

名会社の設立の登記をする時までに，その出資の全部を履行しなければならない。

イ．合資会社の有限責任社員が無限責任社員となった場合には，当該無限責任社員となった者は，

その者が無限責任社員となる前に生じた当該合資会社の債務については，無限責任社員とし

てこれを弁済する責任を負わない。

ウ．債権者が合資会社の社員の持分を差し押さえたときは，その差押えは，持分の払戻しを請求

する権利に対しても，その効力を有する。

エ．合名会社は，会計帳簿及び各事業年度に係る計算書類を作成し，会社法所定の期間保存しな

ければならない。

オ．合同会社は，その社員の全部を無限責任社員とする定款の変更をすることにより，合名会社

となる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第25問〕（配点：２）

株式会社を各当事会社とする組織再編行為に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいも

のはどれか。（解答欄は，［№26］）

１．解散したことにより清算をする株式会社は，当該株式会社を存続会社とする吸収合併をする

ことができない。

２．吸収分割承継会社が吸収分割会社の特別支配会社である場合において，吸収分割承継会社が

吸収分割に際して吸収分割会社に対して譲渡制限株式を交付するときであって，吸収分割会

社が公開会社であり，かつ，種類株式発行会社でないときは，吸収分割会社は，株主総会の

決議によって，吸収分割契約の承認を受けなければならない。

３．判例の趣旨によれば，株式交換に係る反対株主がした株式買取請求に係る「公正な価格」を

定める基準日は，株式交換がその効力を生ずる日である。

４．甲株式会社と乙株式会社が新設合併により丙株式会社を設立する場合において，甲株式会社

が乙株式会社の特別支配会社であるときは，乙株式会社は，株主総会の決議によって，新設

合併契約の承認を受けることを要しない。

５．新設分割会社が株主総会の決議によって新設分割計画の承認を受けなければならないときは，

当該株主総会において議決権を行使することができない株主は，反対株主として，当該新設

分割会社に対し，自己の有する株式を公正な価格で買い取ることを請求することができない。
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〔第26問〕（配点：２）

最高裁判所平成２８年３月４日第二小法廷判決（民集７０巻３号８２７頁）は，ある議案を否決する

株主総会の決議の取消しを請求する訴えは不適法であるとする。次のアからオまでの各記述のうち，こ

の判決の論拠としてふさわしいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄

は，［№27］）

ア．会社法は，取消事由のある株主総会の決議について，その決議の日から３か月以内に限って

訴えをもって取消しを請求することができる旨を定め，法律関係の早期安定を図っている。

イ．会社法は，株主は，原則として，株主総会において総株主の議決権の１０分の１以上の賛成

を得られなかった日から３年を経過していない議案と実質的に同一の議案を提出することが

できない旨を定めている。

ウ．株主総会の決議は，定足数を満たし，かつ，議案に対する法定多数の賛成があることによっ

て成立するから，議案が否決され，決議が成立しなかったときは，当該議案を否決する株主

総会の決議の取消しを請求する訴えは，特段の事情が認められない限り，訴えの利益を欠く。

エ．会社法は，役員の職務の執行に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

があったにもかかわらず，当該役員を解任する旨の議案が株主総会において否決されたとき

は，会社法所定の株主は，訴えをもって当該役員の解任を請求することができる旨を定めて

いる。

オ．会社法は，会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は，第三者に対してもそ

の効力を有する旨を定めており，株主総会の決議によって新たな法律関係が生ずることを前

提としている。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第27問〕（配点：２）

個人商人（小商人に当たる者を除く。）に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいもの

を組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№28］）

ア．個人商人の商号は，その個人商人の氏又は名のいずれかを含まなければならない。

イ．個人商人は，その商号の登記をしないこともできる。

ウ．支配人は，個人商人に代わって，その営業に関し，裁判外の行為をする権限は有するが，裁

判上の行為をする権限は有しない。

エ．個人商人は，貸借対照表を作成しなければならないが，それを公告することは要しない。

オ．代理商の留置権の目的物は，個人商人の所有する物又は有価証券であることを要する。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ
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〔第28問〕（配点：２）

商法の規定の適用がある物品運送を引き受けた運送人の責任に関する次の１から５までの各記述

のうち，誤っているものはどれか。なお，条約及び特別法の規定の適用はないものとする。（解答

欄は，［№29］）

１．運送人の過失によって運送品が延着したときは，当該運送人がその延着について賠償の責任

を負う額は，債務不履行責任に関する民法の規定により定められる。

２．運送品が滅失し，又は損傷した場合において，送り状に当該運送品の価額が記載されていた

ときは，運送人がその滅失又は損傷について賠償の責任を負う額は，当該運送人の故意又は

重大な過失によってその滅失又は損傷が生じたときを除き，その価額を限度とする。

３．高価品である運送品が滅失し，又は損傷した場合において，荷送人が運送を委託するに当た

りその種類及び価額を通知しなかったときは，運送人は，物品運送契約の締結の当時，当該

運送品が高価品であることを知っていたとき又は運送人の故意若しくは重大な過失によって

その滅失若しくは損傷が生じたときを除き，その滅失又は損傷について損害賠償の責任を負

わない。

４．運送人の過失によって運送品の全部が滅失したときは，当該運送人は，荷受人に対しても，

これによって生じた損害を賠償する責任を負う。

５．運送品に直ちに発見することができる損傷又は一部滅失があった場合には，運送人がその損

傷又は一部滅失について負う損害賠償責任は，荷受人が異議をとどめないで当該運送品を受け

取ったときは，当該運送品の引渡しの当時，当該運送人が当該運送品にその損傷又は一部滅失

があることを知っていたときを除き，消滅する。

〔第29問〕（配点：２）

手形の支払及び手形保証に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。

（解答欄は，[№30]）

１．手形債務者が手形の満期前に期限の利益を放棄して手形金の支払をしようとするときは，手

形所持人は，その支払を受けることを要しない。

２．判例の趣旨によれば，約束手形の補箋の表面にした単なる署名は，保証その他これと同一の

意義を有する文字の表示がなくても，保証とみなされる。

３．裏書の連続がある手形の手形債務者は，単に所持人が無権利者であることを知っているだけ

ではなく，所持人が無権利者であることを容易かつ確実に立証し得る証拠方法があることを知

っていながら手形金の支払を拒まなかった場合に，悪意があると認められ，支払免責を受ける

ことができない。

４．約束手形の受取人が振出人に対して手形上の債務の履行を請求した場合には，手形保証人に

対しては時効の中断の効力が生じない。

５．手形の支払免責は，手形債務者ではなく，支払担当者が支払をした場合には，適用されない。
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〔第30問〕（配点：２）

為替手形及び小切手に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№31]）

ア．為替手形の振出人及び小切手の振出人は，いずれも，第一次的な支払義務者ではなく，遡求

義務者である。

イ．為替手形の支払人及び小切手の支払人は，いずれも，銀行又は銀行と同視される人若しくは

施設に限られる。

ウ．為替手形については持参人払式のものが認められないが，小切手については持参人払式のも

のが認められる。

エ．為替手形及び小切手については，いずれも，利息文句を記載することにより，手形金額及び

小切手金額に利息を付すことができる。

オ．為替手形の支払人は裏書をすることができるが，小切手の支払人は裏書をすることができな

い。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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［民事訴訟法］

〔第31問〕（配点：２）

訴訟能力に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選

びなさい。（解答欄は，[No.32] ，[No.33]順不同）

１．訴訟能力を欠く者の法定代理人は，本人がした訴訟行為を取り消すことができる。

２．訴訟能力を欠く者であっても，訴訟委任をすることができる。

３．訴訟が第一審裁判所に係属中に，訴訟能力を欠く者が訴訟行為をしたことが明らかになった

ときは，法定代理人による追認は，それまでに行われた全ての訴訟行為に対し行わなければ

ならない。

４．当事者が訴訟能力を欠くことを理由として訴えを却下した判決に対しては，当該当事者は，

上訴をすることができる。

５．第一審において当事者が訴訟能力を欠くことを看過して本案の判決がされ，控訴審において

その事実が明らかとなったときは，控訴裁判所は，第一審判決を取り消して，訴えを却下し

なければならない。

〔第32問〕（配点：２）

共同訴訟に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選

びなさい。（解答欄は，[No.34] ，[No.35]順不同）

１．土地共有者の一部の者が隣地の所有者に対して筆界（境界）確定の訴えを提起することに

同調しない場合には，その他の共有者は，訴えの提起に同調しない者を隣地の所有者と共に

被告として訴えることができる。

２．ある財産が共同相続人による遺産分割前の共有関係にあることの確認を求める訴えにおい

ては，遺産分割審判の申立てをすることができる共同相続人全員を原告又は被告としなけれ

ばならない。

３．必要的共同訴訟において，共同訴訟人のうち一人について上訴期間が経過したときは，判

決が確定する。

４．共同被告の一方に対する訴訟の目的である権利と共同被告の他方に対する訴訟の目的であ

る権利とが法律上併存し得ない関係にある場合において，原告が同時審判の申出をしたとき

は，裁判所は，原告と一方の被告との間で裁判上の自白が成立した事実については，他方の

被告との間でも判決の基礎としなければならない。

５．同時審判の申出は，第一審の口頭弁論の終結の時までにしなければならない。
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〔第33問〕（配点：２）

訴訟引受けに関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを

２個選びなさい。（解答欄は，[No.36] ，[No.37]順不同）

１．ＸのＹに対する訴訟の係属中にＺがＹから訴訟の目的である義務の全部を承継した場合に

おいて，裁判所がＺに訴訟を引き受けさせる決定をしたときは，Ｚがした訴訟行為は，Ｙの

利益においてのみその効力を生ずる。

２．ＸのＹに対する訴訟の係属中にＺがＸから訴訟の目的である権利の全部を譲り受けた場合

において，裁判所は，Ｙの訴訟の引受けの申立てにより，Ｚに訴訟を引き受けさせることが

できる。

３．ＸのＹに対する訴訟が上告裁判所に係属中にＺがＹから訴訟の目的である義務の全部を承

継した場合において，Ｘは，上告裁判所に対し，訴訟の引受けの申立てをすることはできな

い。

４．ＸのＹに対する土地の賃貸借契約の終了に基づく建物収去土地明渡請求訴訟の係属中にＺ

がＹからその建物の全部を借り受けてその土地を占有する場合において，裁判所は，Ｚに対

して所有権に基づき建物退去土地明渡しを求めるとしてされたＸの訴訟の引受けの申立てに

より，Ｚに訴訟を引き受けさせることができる。

５．ＸのＹに対する訴訟の係属中にＺがＹから訴訟の目的である義務の全部を承継した場合に

おいて，裁判所がＺに訴訟を引き受けさせる決定をし，ＹがＸの承諾を得て訴訟から脱退し

たときは，その確定判決の効力は，Ｙに対しては及ばない。

〔第34問〕（配点：２）

裁判上の和解に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答

欄は，[No.38] ，[No.39]順不同）

１．受訴裁判所は，和解の試みを受命裁判官にさせることができるが，受託裁判官にさせることは

できない。

２．当事者が裁判所において和解をした場合に，訴訟費用の負担について定めなかったときは，各

当事者が自己の支出した訴訟費用を負担することになる。

３．簡易裁判所が和解に代わる決定をした場合に，当事者は，その決定に対して異議を申し立てる

ことができない。

４．貸金返還請求訴訟において和解が成立した結果，原告の被告に対する貸金返還請求権が確定し

た場合には，消滅時効が更新される。

５．上告裁判所は，和解を試みることを相当と認める場合には，原審に事件を差し戻さなければな

らない。
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〔第35問〕（配点：２）

訴訟記録の閲覧・謄写請求に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[No.40]）

ア．何人も，裁判所書記官に対し，訴訟記録の謄写を請求することができる。

イ．訴訟記録の謄写の請求は，裁判所の執務に支障があるときは，することができない。

ウ．裁判所は，訴訟記録中当事者の私生活についての重大な秘密が記載された部分の閲覧の請

求をすることができる者を当事者に限ることができない。

エ．訴訟記録中に当事者の私生活についての重大な秘密が記載された部分があり，当該部分が

謄写されることにより当該当事者が社会生活を営むのに著しい支障を生ずるおそれがあると

きは，裁判所は，当該当事者の申立てにより，当該部分について，相手方当事者の謄写の請

求を制限することができる。

オ．訴訟記録中当事者の私生活についての重大な秘密が記載された部分につき，第三者の謄写

の請求を制限する旨の決定がされた場合であっても，その後に当該部分が秘密でなくなった

ときは，第三者は，その決定の取消しの申立てをすることができる。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

〔第36問〕（配点：２）

送達に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせ

たものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[No.41]）

ア．訴訟代理人がある間は，当事者本人に対してした訴訟関係書類の送達は無効である。

イ．不適法なことが明らかな訴えであって，当事者のその後の訴訟活動により適法とすること

が全く期待することができないものを，口頭弁論を経ずに判決で却下する場合には，被告に

対し訴状を送達することを要しない。

ウ．訴訟代理人がない場合には，当事者は，送達を受けるべき場所を受訴裁判所に届け出るこ

とを要しない。

エ．訴状及び第１回口頭弁論期日の呼出状の公示送達がされた場合には，被告が口頭弁論の期

日に出頭せず訴状に記載された請求原因事実を争うことを明らかにしないときであっても，

被告がその事実を自白したものとはみなされない。

オ．書類の受領について相当のわきまえのある同居者が受送達者宛ての訴訟関係書類の交付を

受けた場合において，当該同居者と受送達者との間に，その訴訟に関して事実上の利害関係

の対立があるときは，受送達者に対する送達の効力が生じない。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ
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〔第37問〕（配点：２）

確定判決の既判力に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいもの

を２個選びなさい。（解答欄は，[No.42] ，[No.43]順不同）

１．ＸがＹに対して所有権に基づき建物の明渡しを求める訴えを提起し，Ｘの建物の所有権の

取得が認められないとして請求を棄却する判決が確定した後，ＸがＹに対して当該建物につ

いて同一の取得原因を主張して所有権の確認を求める訴えを提起した場合において，後訴裁

判所がＸの請求を認容する判決をすることは，前訴の確定判決の既判力に反し許されない。

２．ＸがＹに対して売買契約の詐欺取消しを理由として売買代金相当額の不当利得の返還を求

める訴えを提起し，詐欺の事実が認められないとして請求を棄却する判決が確定した後，Ｘ

がＹに対して当該売買契約について通謀虚偽表示による無効を理由として売買代金相当額の

不当利得の返還を求める訴えを提起した場合において，後訴裁判所がＸの請求を認容する判

決をすることは，前訴の確定判決の既判力に反し許されない。

３．ＸがＹに対して消費貸借契約に基づき貸金の返還を求める訴えを提起し，ＹのＸに対する

金員の支払が弁済に当たるとして請求を棄却する判決が確定した後，ＹがＸに対して当該消

費貸借契約に基づく貸金債務についてその金員の支払の前に債務免除があったとして，支払

った金員の額の不当利得の返還を求める訴えを提起した場合において，後訴裁判所がＹの請

求を認容する判決をすることは，前訴の確定判決の既判力に反し許されない。

４．ＸがＹに対して土地の所有権の確認を求める訴えを提起し，請求を認容する判決が確定し

た後，ＹがＸに対して当該土地の所有権の確認を求める訴えを提起した場合において，後訴

裁判所が，当該土地について前訴の口頭弁論の終結後にＸから所有権を取得したとのＹの主

張を認めてＹの請求を認容する判決をすることは，前訴の確定判決の既判力に反し許されな

い。

５．ＸがＹに対して消費貸借契約に基づき貸金の返還を求める訴えを提起し，請求を認容する

判決が確定した後，Ｙが，当該消費貸借契約に基づく貸金債務についてその訴訟の口頭弁論

の終結前に時効期間が経過していたとして消滅時効を援用し，Ｘに対して債務の不存在確認

を求める訴えを提起した場合において，後訴裁判所が当該貸金債務の時効消滅を理由にＹの

請求を認容する判決をすることは，前訴の確定判決の既判力に反し許されない。
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〔第38問〕（配点：２）

企業間の商取引契約（以下「本件契約」という。）について訴え提起前に書面によってされた合

意の訴訟上の効果に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[No.44]）

ア．一定の文書を証拠として用いないとの合意がされた場合に，裁判所は，請求の理由の有無

を判断するためにその文書を証拠として取り調べることはできない。

イ．本件契約の下で生ずる紛争を仲裁により解決するとの合意がされたにもかかわらず，その

当事者の一方が当該紛争の解決のために相手方当事者を被告として訴えを提起した場合には，

当該合意に基づき被告が訴えの却下を求めたときであっても，裁判所は，その裁量により，

訴えを却下せず，本案の判決をすることができる。

ウ．証拠調べの手続について，特定の外国の民事訴訟法における規律に服するとの合意がされ

た場合には，我が国の裁判所は，我が国の国内で証拠調べを行うときであっても，その外国

の民事訴訟法における規律に従って証拠調べの手続を行わなければならない。

エ．訴えが提起された場合には一定の主要事実の存在を認めるとの合意がされたときは，裁判

所は，その事実が存在するものとしなければならない。

オ．本件契約の下で生ずる紛争について，特定の地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする

との合意がされた場合であっても，本件契約の下で実際に生じた紛争に係る訴訟の目的の価

額が１４０万円を超えないときは，その訴訟は，当該地方裁判所の管轄区域内の簡易裁判所

の管轄に属する。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第39問〕（配点：２）

弁論主義に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを２

個選びなさい。（解答欄は，[No.45] ，[No.46]順不同）

１．所有権に基づく動産引渡請求訴訟において，被告が留置権の発生の原因となる事実を主張

した場合には，被告が留置権を行使する意思を表明していないときであっても，裁判所は，

被告が留置権を有することを判決の基礎とすることができる。

２．所有権に基づく建物明渡請求訴訟において，「原告は，被告に対してその建物を無償で使用

させていた。」との事実を原告が陳述した場合には，被告がその援用をしないときであっても，

裁判所は，原告と被告との間でその建物の使用貸借契約が成立したことを判決の基礎とする

ことができる。

３．所有権に基づく土地の所有権移転登記手続請求訴訟において，被告が原告の土地の所有を

否認している場合には，「原告がＡからその土地を買い受けた後に被告がＡからその土地を買

い受け，これに基づき所有権移転登記がされた。」との事実を当事者が主張していないときで

あっても，裁判所は，その事実を判決の基礎とすることができる。

４．保証債務履行請求訴訟において，被告が主張した弁済の事実を原告が否認している場合に

は，当事者が原告の被告に対する別の債権の存在を主張していないときであっても，裁判所

は，その別の債権に対して被告による弁済がされたものであるとして，「請求債権に対する弁

済はない。」との事実を判決の基礎とすることができる。

５．不法行為に基づく損害賠償請求訴訟において，被告が原告に損害の発生に関する過失があ

ることの根拠となる事実を主張した場合には，被告が過失相殺を主張していないときであっ

ても，裁判所は，過失相殺の結果を判決の基礎とすることができる。
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〔第40問〕（配点：２）

Ｘは，Ｙに対し，金銭債権である甲債権を，Ｙは，Ｘに対し，金銭債権である乙債権をそれぞ

れ有しており，甲債権と乙債権とは，相殺適状にあるところ，ＸがＹに対して甲債権に基づく金

銭の支払を求める訴え（以下「本件訴え」といい，本件訴えに係る訴訟を「本件訴訟」という。）

を提起した。この場合における相殺に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照

らし正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[No.47]）

ア．Ｙが本件訴訟の口頭弁論の終結時までに相殺の意思表示をせず，Ｘの請求を全部認容する

判決が確定した場合において，Ｙが，その後に乙債権を自働債権とし，甲債権を受働債権と

する相殺の意思表示をし，Ｘに対して提起した請求異議の訴えに係る訴訟において，甲債権

の消滅を主張することは，この判決の既判力に抵触し，許されない。

イ．Ｙが本件訴えの反訴として乙債権に基づく金銭の支払を求める訴えを提起した場合におい

て，Ｘが，甲債権の全部又は一部が時効により消滅したと判断されることを条件として，甲

債権のうち時効により消滅した部分を自働債権とし，乙債権を受働債権とする相殺の抗弁を

主張することは，許されない。

ウ．Ｙが本件訴訟において乙債権を自働債権とし，甲債権を受働債権とする訴訟上の相殺の抗

弁を主張した場合において，Ｘが，甲債権と異なる他のＹに対する債権を自働債権とし，乙

債権を受働債権とする訴訟上の相殺の再抗弁を主張することは，許されない。

エ．Ｙが本件訴えの反訴として乙債権に基づく金銭の支払を求める訴えを提起した場合におい

て，Ｙが，Ｘの請求に対し，乙債権を自働債権とし，甲債権を受働債権とする相殺の抗弁を

主張することは，許されない。

オ．本件訴訟とＹのＸに対する乙債権に基づく金銭の支払を求める訴えに係る訴訟とがそれぞ

れ係属している場合に，Ｙが，本件訴訟において乙債権を自働債権とし，甲債権を受働債権

とする相殺の抗弁を主張することは，許されない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

〔第41問〕（配点：２）

釈明に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはどれか。（解

答欄は，[No.48]）

１．陪席裁判官は，裁判長の許可を得なければ，当事者に対して問いを発することができない。

２．当事者は，口頭弁論の期日外において，裁判長に対して発問を求めることができない。

３．裁判所の釈明義務違反は，上告受理申立ての理由にはならない。

４．裁判長が事実上の事項に関し当事者に立証を促したことに対し，相手方当事者が異議を述

べた場合には，裁判所は，その異議について裁判をする必要はない。

５．裁判所は，訴訟関係を明瞭にするため，当事者本人に対し，口頭弁論の期日に出頭するこ

とを命ずることができる。
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〔第42問〕（配点：２）

弁論準備手続と書面による準備手続との比較に関する次のアからオまでの各記述のうち，正し

いものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[No.49]）

ア．地方裁判所においては，弁論準備手続及び書面による準備手続のいずれであっても，受命

裁判官が手続を主宰することができる。

イ．音声の送受信により同時に通話をすることができる方法（以下「電話会議」という。）によ

り手続を行う場合に，弁論準備手続の期日においては必ず当事者の一方が裁判所に出頭しな

ければならないが，書面による準備手続の協議においてはいずれの当事者も裁判所に出頭し

なくともよい。

ウ．弁論準備手続の期日及び書面による準備手続のいずれにおいても，裁判所は，文書の証拠

調べをすることができない。

エ．裁判長は，弁論準備手続及び書面による準備手続のいずれにおいても，準備書面の提出を

すべき期間を定めなければならない。

オ．電話会議により手続が行われる場合に，弁論準備手続期日においては当事者双方が口頭に

より訴訟上の和解をすることができるが，書面による準備手続の協議においてはすることが

できない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第43問〕（配点：２）

証拠調べに関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，[No.50]）

１．裁判所は，裁判所外において証拠調べをすることができない。

２．証人及び当事者本人を尋問するときは，まず当事者本人を尋問しなければならない。

３．証人尋問の申出を却下する決定に対しては，即時抗告をすることができる。

４．当事者本人を尋問するときは，宣誓をさせずに尋問することができる。

５．尋問をした証人について，裁判所は，再度尋問をすることはできない。

〔第44問〕（配点：２）

適法に訴えが取り下げられた場合の効果に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣

旨に照らし誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，[No.51] ，[No.52]順不同）

１．訴訟は，訴えの一部の取下げがあった場合には，その部分についてのみ初めから係属して

いなかったものとみなされる。

２．第一審裁判所は，当事者の申立てにより，訴えの取下げまでに生じた訴訟費用の負担を命

じなければならない。

３．請求を全部認容した第一審判決が控訴裁判所により取り消されて，事件が第一審に差し戻

された場合において，原告が差戻し後の第一審において訴えを取り下げたときは，原告は，

同一の訴えを提起することができない。

４．訴えを却下する判決がされた後に訴えを取り下げた原告は，同一の訴えを提起することが

できない。

５．金銭債務の不存在確認を求める訴訟において請求を棄却する判決がされた後に，原告が訴

えを取り下げた場合であっても，被告は，当該金銭債務の履行を求める訴えを提起すること

ができる。
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〔第45問〕（配点：２）

当事者の同意・異議・不服申立てに関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照

らし誤っているものはどれか。（解答欄は，[No.53]）

１．一方当事者が補助参加について異議を述べ，補助参加を許さない裁判が確定した場合にお

いても，相手方当事者が援用したときは，補助参加人の訴訟行為は，その効力を有する。

２．当事者が自ら控訴をしない場合であっても，第三者は，独立当事者参加の申出と共に控訴

をすることができる。

３．裁判所が当事者尋問の期日に専門委員を手続に関与させる場合において，裁判長は，当事

者の同意を得なくとも，専門委員に，尋問を受ける当事者本人に対し直接に問いを発するこ

とを許すことができる。

４．裁判所は，当事者が異議を述べたときは，証人の尋問に代え，書面の提出をさせることは

できない。

５．当事者は，第三者に対してされた文書提出命令に対して，即時抗告をすることができない。


